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を含む条件の方が Cs揮散率は高く、可燃物の共存による揮散促進効果も確認された。最大 99.9％の Cs
揮散率が得られた。溶融飛灰である No.1 BF灰は 5〜10％に減量され、かつ水溶性が高く、湿式処理に
よる Cs 二次濃縮が容易な性状であり、酸性ガス中和灰である No.2 BF灰は溶融薬剤の代替として循環
利用が可能な形態であった。 
ケース 3「下水汚泥のリン肥料化」については、下水汚泥を溶融処理してリンを溶融スラグに固定し
ながら重金属を揮散分離し、かつ病原菌等の有機物を完全に分解して、スラグを安全なリン肥料として
活用することを目的とし、リンと重金属の分離に関する基礎試験、3 t/日の溶融テストプラントによる実
証試験、溶融スラグの肥効性調査を行った。その結果、基礎試験では、下水汚泥に含まれる有機成分の
還元揮発効果で重金属と共にリンの一部も揮散してしまうため、炉内の還元性雰囲気を弱めることが重
要であることが示された。プラント実証試験では、溶融炉の汚泥燃焼部に空気を直接吹込むことで、炉
内の汚泥燃焼部の還元性雰囲気を弱め、重金属の揮散率を維持したままでリン揮散率を 10％未満とする
ことができた。スラグの肥効性調査では、下水汚泥スラグはリンの水溶性が低く肥効性が長期に渡り継
続し、また根酸に対する溶解性が高いことから、市販のリン肥料と同程度の肥効性、環境安全性を有す
ることが確認された。 
 論文審査結果の要旨 
 
 本論文は、1,300℃超の高温溶融技術が発揮する物質分離機能に着目し、付随する物質移行過程を含め
て行われた研究である。内容は、都市ごみ焼却残さ主灰および飛灰からの鉛(Pb)、亜鉛(Zn)等の重金属の
分離・回収、放射性セシウム(Cs)汚染土壌等からのCsの分離および下水汚泥中のリン(P)の選択的回収で
あり、さらに溶融産物であるスラグの利用における環境安全性評価まで行った。 
第1章では、溶融技術の開発・導入に関する諸事項を過去の社会的背景を踏まえて体系的に整理し、こ
れを踏まえて本研究の目的と構成を示している。 
第2章は、焼却残さからのPbおよびZnの分離性向上の基礎研究である。CaCl2の添加により揮発が促進
され、さらに可燃物を添加することで還元揮発が促進され、固定炭素量の多い活性炭の効果が大きかっ
た。両者の混合添加により、Pb揮散率が95%以上となることを示した。続く第3章では、スラグからのPb
の溶出特性を試験・評価した。模擬調製スラグ試料の溶出試験から、多元系酸化物の塩基性を表わし得
る光学的塩基度を溶出性指標に用い、酸性溶出試験によると、溶出率は上記塩基度と0.59～0.68の範囲
で正の相関を示すこと、水への溶出試験によると、光学的塩基度の高い試料ほど溶出液のpHが高く、溶
出特性に影響が及ぶことを明らかにした。 
第4章は、福島第一原子力発電所事故に起因する放射性Csの分離に関する基礎研究である。ごみ焼却
プラントの灰ほか3種を用い、非放射性Csを用いた添加溶融試験等を行った。CaCl2の添加により、Csに
ついて大きな揮散促進効果があった。活性炭添加をCaCl2と混合添加することにより、99%以上のCs揮散
率を得た。また、スラグの光学的塩基度が良好な評価指標となり、アルカリ金属の揮散率に明確な正の
相関を見出した。続く第5章は、3 t/日規模の溶融テストプラントを用いたCs分離の実証である。非放射
性Csを添加した土壌、バイオマス焼却灰等の混合物を対象とした。その結果、CaCl2添加の効果、これに
可燃物としての草木類が共存することによる揮散促進効果について実証するとともに、Cs揮散率99%以
上が可能なCaCl2および可燃物量の条件を明らかにした。さらに、同プラントでバグフィルターを直列2
連方式としたことの有効性を、有害物質の除去率増大、Cs濃縮効果の増大から示した。 
第6章では、下水汚泥を溶融してリンをスラグに固定する一方で重金属を揮散分離し、スラグをリン
肥料に利用した。基礎検討から、炉内の還元性雰囲気を制御することが重要であることを明らかにした。
プラント試験において、炉内汚泥燃焼部に空気を直接吹込むことで雰囲気制御を行い、リン揮散率を
10％未満とする条件を明らかにした。生成スラグの肥効性に関して、緩効性であること、市販肥料と同
程度以上の肥効性、環境安全性を有することを示した。 
第7章では、本論文を総括した。 
以上、本論文は、溶融プロセスのもつ物質分離機能を社会的ニーズの高い対象に最も効率よくかつ安
全に応用するための技術的要件を明確にし、当該領域の発展に貢献すると考えられ、博士（環境学）の
学位を与えるに十分と判断する。 
